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平成20年11月28日 

日本公認会計士協会 

 

当協会は、このたび公表されました標記公開草案に対して次のとおり意見を申し上げ

ます。 

 

１．振替の時点（第６項、第10項、第15項） 

振替は「振替時」の時価をもって行うことが示されているが、いつの時点をもって振

替を行うかが明示されていない。保有目的区分の変更の意思決定時をもって行うことを

明示すべきである。 

 

２．注記事項（第７項、第11項、第17項） 

保有目的区分の変更が例外的な取扱いとして認められていることから考えると、投資

家に十分な情報を提供するため、四半期財務諸表においても事業年度の財務諸表と同様

の注記を求めることが適切であり、各項のなお書きは削除すべきである。 

また、国際財務報告基準（IFRS）第７号における注記要求との整合性を考慮し、以下

の事項についても注記を求めるべきと考える。 

・ 保有目的区分を変更した有価証券に関して計上された当期の時価評価損益の額の注

記（第７項(3)、第 11 項(3)）に加え、前期に認識した時価評価損益の額（改正 IFRS

第７号第12A項(d)参照） 

・ 金融資産の再分類日における実効利子率と企業が回復を期待しているキャッシュ・

フローの見積り額（改正IFRS第７号第12A項(f)参照） 

 

３．売買目的有価証券から満期保有目的の債券への振替に係る現行の取扱い（第８項） 

会計制度委員会報告第14号「金融商品会計に関する実務指針」第281項を参照してい

るが、当該規定はその他有価証券にいったん分類した債券に関する規定であり、第８項

で参照するのは不適切である（第12項で参照すべきものである。）。 

 

４．適用時期（第18項） 

有価証券の保有目的区分の変更が遡って適用された場合、変更できる状況を限定し、

かつ変更した場合の注記を求めたとしても、その変更の恣意性が懸念されるため、通常

の場合と同じように、遡って適用すべきではないと考える。 

 

 

以  上  


